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１．はじめに 
 
本論は、旧産炭地・北海道夕張市が取り組む地域振興

政策とそれに対する社会運動の双方を対照させながら、

そこで生じている地域問題の構造を検討する。1960年代

以降の石炭産業の縮小は、それがきわめて急激に進んだ

ため、また鉱山という独特の地域性を有していたために、

当該地域社会に様々な社会問題を残した。そうした問題

に焦点を当てて旧産炭地を分析した社会学的研究につい

ては、すでにいくつかの重要な著作が刊行されている(1)。

本論は、これらの分厚い研究に比するような、大規模で

包括的な調査に基づく議論を展開することはできない。

むしろここで目指すのは、先行研究の豊かな知見と、

1990年代に進展した新たな状況を踏まえながら、特定の

イシューに焦点を絞り、問題発見型の探求を試みること

である。 

ここで北海道夕張市を取り上げたのは、旧産炭地が直

面している問題を、産業集積や中心市街地の空洞化、人

口流出と高齢化など、現在の日本における多くの地方都

市が共通に抱える課題の一端を鮮明に示しているからで

ある。これまで地域社会が依拠してきた産業がきわめて

急速に衰退した旧産炭地では、産業構造の転換や地域構

造の国境を越えた再編に直面し、従来の開発推進体制の

転換やそこからの脱却を模索する地方都市の困難を、最

も極端な形で経験している事例のひとつと見なすことが

できる。 

我々が特に着目するのは、地方都市が置かれている経

済地理学的・地政学的な布置状況が変わってゆく中で、

地域アイデンティティが再構築されてゆく過程である。

今日の地方都市は、経済活動のグローバル化に伴って激

化した都市間競争の只中にある。これによって地域の産

業集積は大きく変わり、さらにそうした変化に対応すべ

く、東京圏を頂点とするキャッチアップ型の都市成長戦

略と「国土の均衡ある発展」が見直され、地方分権化と

広域化に見られるような、国家の領土的統治形態の再編

が進んでいる（貝沼, 1997）。 

地域アイデンティティが問われるのは、このような過

程を通じて都市の従前の政治的・経済的諸機能が失われ

てゆく中、地域社会を形成する主体が将来を選択するに

あたっての基盤を明確にしなければならなくなっている

ことと関わっている。夕張市の場合、他の鉱山都市と同

様に、鉱山を文化的遺産へ転換させ、それを中心とする

観光地化が地域振興戦略のうえで欠かすことの出来ない

ものとなった。このように、鉱山をはじめとする地域の

様々な要素のシンボル化が、地域住民の各層にとってど

のような意味を持ったのか、そしてそれがどのような過

程を経て形成されてゆくのかが重要な問題となるだろう。

我々はここで、シンボルの受容の違いが大きく現れた局

面として、スキー場開発とそれに対する反対運動の経緯

に着目した。 

以下ではまず、石炭政策の推移を一般的な水準で振り

返り、それが北海道夕張市の地域社会に与えた影響を確

認する。続いて、観光産業を主軸に据えた1980年代以降

の夕張市の地域振興戦略と、その推進体制について見て

ゆき、それが地域アイデンティティを再構築するうえで

どのような分裂に直面したのかについて、ユウパリコザ

クラの会が進めた夕張岳の自然保護運動の展開過程を照

らし合わせながら検討する。 
  
 
２．石炭政策と地域社会の変動 
 
(1)石炭政策の概要 

旧産炭地の地域問題は、戦後の石炭政策と深く関わっ

ている（第1表）。 

第二次世界大戦後、石炭産業は鉄鋼と並ぶ重点産業と

して、日本経済の立て直しの柱として復興が急がれた。

傾斜生産方式と呼ばれたこの政策を通じて、石炭は1950

年代半ばまでには一次エネルギー供給の中心となったの

である。しかしすでにその頃から、炭労ストや高炭価問

題を受けた閉山と炭鉱離職者、石炭鉱害などの諸問題が

発生していた。さらに国際石油資本の進出なども背景と

なり、1955（昭和30）年には、石炭産業の近代化と価格

低下をめざす「石炭産業合理化臨時措置法」が公布・施

行された。しかし1960年代までには石油資本が主導する

エネルギー革命と、高度経済成長に伴う産業の高度化が

進み、石炭産業はさらなるスクラップ・アンド・ビルド

政策と炭価引き下げが求められるようになる。ここに始

まる一層の合理化は、三池争議(1959)に代表される熾烈

な反対闘争を伴いながらも進展する。しかし、やがて日

本経済の重化学工業化に反比例して石炭供給は縮小し、

炭鉱閉山が相次ぐようになった。この過程でエネルギー

政策は石油中心へと転換してゆく。第１表にあるように、
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1962（昭和38）年度から始まる石炭鉱業調査団答申（石

炭政策）は、当初石炭産業の安定化と自立を目標として

いたが、1968（昭和48）年度より国内出炭規模の段階的

縮小を目指すようになる。こうして石炭産業は、国家の

管理下で財政支援を伴いながら、その終焉へ誘導されて

ゆく。以上のような戦後50年間における石炭産業を取り

巻く環境の激変と政策の大きな転換は、失業をはじめと

する各種の社会的ひずみを産炭地に引き起こすこととな

った(2)。 

 

 

第 1 表 石炭政策の推移   

政策と生産目標 基本方針 主要施策 

第一次策(1962～) 

5,500 万トン 

①石炭鉱業の崩壊がもたらす関係者、地域社

会、国民経済への損失の防止 ②石炭の生産構

造の再編 

石油火力発電所の建設、電力用炭価格の安定

化、スクラップ・アンド・ビルドによる生産の近代

化、離職者求職手帳制度の創設 

第二次策(1965～) 

5,500 万トン 

水力と並んで、重要な国産エネルギー資源として

確保することが国家的要請である 

電力用炭価の公定、借入金利子補給制度の創設

第三次策(1967～) 

5,000 万トン 

経営基盤の回復と需要確保により、1970 年には

赤字状態を脱却する 

約１千億円の元利補給金の交付、各種助成措置

の拡充 

第四次策(1969～) 

明示せず 

①安定した出炭・供給体制を確立するための石

炭鉱業の再建 ②再建困難な場合はなだらかな

縮小 

約 850 億円の再建交付金の交付、安定補充金の

拡充、特別閉山交付金制度の創設 

第五次策(1972～) 

2,000 万トン 

①急激な縮小により混乱を招くので、需要の引き

上げを行う ②労使一体の努力が必要 

約 700 億円の肩代わり、各種補助率融資比率の

引き上げ、大口需要業界への国内炭の引き取り要

請 

第六次策(1975～) 

現状維持 

①総合エネルギー政策の一環として、石炭を出

来る限り利用する ②国内炭の維持とともに海外

炭も輸入する 

海外炭の開発・輸入、石炭ガス化・液化の技術開

発の推進、石炭及び石油対策特別会計による必

要財源の確保 

第七次策(1981～) 

2,000 万トン 

国内炭は貴重な資源であるため、供給の安定性

と経済性の調和に努める 

石炭鉱業合理化臨時措置法等の延長、電力用炭

販売制度の廃止 

第八次策(1986～) 

1,000 万トン 

①海外炭との競争条件の改善は見込めない ②

生産規模の段階的縮小 ③企業の自己努力で

の生産規模の縮小 

離職者対策の充実、広域的な地域振興、現行の

閉山制度の所要についての見直し 

新しい石炭政策(1992～) 

国内炭生産の段階的縮小 

①90 年代は構造調整の最終段階 ②経営の多

角化・新分野開拓への支援、③先行的な地域対

策・雇用対策、④海外炭の安定供給確保 

石炭会社の経営多角化・新分野開拓のための補

助金、地域振興の中核的事業主体の設立支援の

ための補助金の創設 

出典）北海道経済部石炭対策室 2001: 19-20  
 

(2)炭鉱都市・夕張市の変容 

石炭政策の転換が北海道夕張市にもたらした問題を理

解するには、炭鉱開発に始まる都市形成過程と、それを

通じて構築された独特の社会構造が、炭鉱閉山に伴いど

のような変質を遂げていったのかを確認しなければなら

ない。 

夕張市は北海道中央部に位置し、香川県の半分ほどの

面積(約 763 ㎢)を有する。市内の９割以上を山林が占め、

市街地は山間を流れる夕張川沿いの狭隘な平地に発達し

てきた。その過程は 1888（明治 21）年、夕張川上流で石

炭の大露頭が発見されたことに端を発する。そこでは早

くも翌年から北海道炭礦鉄道会社（後の北海道炭礦汽船

株式会社＝北炭）による採掘が始まり、幌内炭鉱（三笠

市）や空知炭鉱（歌志内市）と並んで北炭の石炭生産機

構の拠点を形成することとなった。北炭はやがて大正期

に三井財閥の傘下に入る。さらに同時期に大夕張炭鉱を

買収した三菱が加わり、夕張の地域社会はこの二大資本

によって形成されてゆく。北炭は鉄道を敷設するととも

に本州から貧民層を集め、これに伴い最初の集落が形成

された。その後交通網、電気、ガス、上下水道、住宅、

学校、神社、医療施設などの本格的な社会的共同消費手

段は、大正時代から昭和初期にかけて北炭・三菱の両資

本によって整備されている。土地所有においてもまた、

狭い平坦地の大半を両資本が占めており、自治体当局に

よる都市計画も満足にできる状況ではなかった（布施, 

1982: 93-7）。また、20 世紀初頭（明治時代末期）に労

働争議が頻発したことを契機に、鉱夫の日常生活を監視

する「世話役」による労務管理が確立されたほか、労働

組合とは別個の自主的組織の育成が図られ、社会生活は

文字通り「資本丸抱え」の容貌を帯びることとなった。 

第二次世界大戦後、夕張市は傾斜生産方式による石炭

産業の重点化により、一貫した人口の増加が続く。この

時期の夕張市政を見てゆくと、地区労の影響力が増して

いったことがわかる。地区労は第二期北島市政（1951-

5）において北島市長がその公認を受けて以来発言権が強

まり、橘内市政三期（1959-71）及び吉田市政二期

（1971-9）を通じて革新市政を維持してきた。例えばそ

こでの重要な政策は、地区労議長の呼びかけのもとに市

長、市議会議長・副議長、社会労働議員協議会（地区労

推薦議員の会）が集まって第一次的検討を行い、ついで

ここでの原案を社会労働議員協議会の総会にかけ、その

後市議会各派との折衝を経て市議会に理事者提案される

という過程を踏んでいた（布施, 1982: 730）。 

このように地区労を中心とする一枚岩的な政策決定機

構は、石炭産業が下り坂に転じ始めた橘内市政期を通じ

て強固になっていった。それは例えば、1966（昭和41）

年に結成された「産炭地防衛危機突破夕張市民会議」に

見ることができる。これは石炭政策の第三次策への働き

かけを組織化するにあたって設置された、市及び市内諸
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団体の協働機関である。議長に市長、副議長には市議会

議長、市議会石炭対策特別委員長、地区労議長、商工会

議所会頭、農協組合長、婦人団体連絡協議会会長、青年

団体連絡協議会会長、自由民主党夕張支部長、日本社会

党夕張総支部長、民主社会党夕張支部長、事務局長に市

助役、事務局次長に地区労事務局長が就任していた。 
夕張市における炭鉱数と従業員数は1959（昭和34）年

に頂点に達した後、1960年代を通じて急速に縮減してい

った（第２表）。 

 

 

第 2 表 夕張市の炭鉱数・従業員数・生産量の推移と炭鉱の事故・閉山・新鉱建設の動向 

年度次 炭鉱数 従業員数(人) 生産量（t） 事故／閉山／新鉱建設の動向 

1960（昭和 35） 17 16,027 3,296,804北炭夕張二鉱ガス爆発（42 名死亡） 

1962（昭和 37） 15 13,974 3,273,645北新炭鉱・北隆炭鉱閉山 

1963（昭和 38） 14 11,265 3,962,944北炭夕張三鉱・小野炭鉱閉山／新夕張炭鉱発足 

1964（昭和 39） 13 10,813 4,029,855遠幌鉱業閉山 

1965（昭和 40） 11 11,025 4,035,845夕張一鉱ガス爆発（62 名死亡）／石山組・新北海鉱業閉山 

1966（昭和 41） 10 11,155 4,264,227旭開発鉱業閉山／三菱南大夕張鉱の開削着手 

1967（昭和 42） 9 10,567 3,997,191石川鉱業閉山 

1968（昭和 43） 8 9,993 3,739,122北炭平和鉱坑内火災（31 名死亡）／大和炭鉱閉山／三菱大夕張新

鉱の坑道開通 

1969（昭和 44） 8 9,466 3,850,534三菱大夕張メタノール工場閉鎖 

1970（昭和 45） 9 9,617 3,761,698北夕炭鉱閉山／三菱南大夕張炭鉱営業出炭開始・北炭夕張新鉱

開発起工式 

1971（昭和 46） 9 9,737 4,007,254北炭夕張二鉱閉山 

1972（昭和 47） 7 7,706 4,208,747北菱鹿島炭鉱・新夕張炭鉱閉山 

1973（昭和 48） 7 6,474 3,301,720三菱大夕張炭鉱・北炭夕張炭鉱閉山 

1975（昭和 50） 5 6,290 3,173,203北炭平和鉱閉山／北炭夕張新炭鉱の営業出炭開始 

1977（昭和 52） 5 6,082 3,291,443北炭夕張新二鉱閉山 

1979（昭和 54） 4 5,655 2,946,326三菱南大夕張炭鉱ガス爆発（16 名死亡） 

1980（昭和 55） 3 5,202 2,653,356北炭清水沢炭鉱閉山 

1981（昭和 56） 3 4,940 2,236,355北炭夕張新鉱大災害（93 名死亡） 

1982（昭和 57） 2 3,141 2,055,876北炭夕張新鉱閉山 

1983（昭和 58） 2 3,094 1,845,004北炭夕張新鉱廃山決定（再開断念） 

1985（昭和 60） 2 2,796 1,528,060三菱南大夕張鉱ガス爆発（62 名死亡） 

1987（昭和 62） 1 998 935,480三菱南大夕張鉱人員削減・北炭真谷地炭鉱閉山 

1990(平成２） 0 0 0三菱南大夕張鉱閉山 

出典）夕張市 1996『夕張市の統計』第 7号 pp.50-1、木本,1989: p.131 より作成 

 
 

ここに示されているように、その過程は事故と、閉山

に次ぐ閉山の繰り返しである。夕張市には良質な原料炭

があったため、筑豊炭田地域など全国の他の産炭地に比

べると、大幅な炭鉱閉山が始まる時期は少し遅れていた。

また、「産炭地防衛危機突破夕張市民会議」のような取

り組みが、炭鉱を近代化することで地域の雇用を守るこ

とを目指して、市全体を結集させていた。こうしたこと

から、1960年代から70年代にかけての相次ぐ閉山は、新

鉱開発と同時並行で進むものであった。しかし、こうし

て比較的近年まで炭鉱が稼動し続けていたことは、閉山

後に地域に残された問題をより深刻にしたのである。 

夕張市では石炭のほかに主要な産業がなかったことか

ら、炭鉱の閉山が直ちに人口の急激な減少に帰結する

（第 1 図）。1960 年代までの夕張市は、北海道内の 32

市の中でも、人口規模において上位 10 市に入っていた。

しかし炭鉱閉山と人口流出が続き、1995（平成７）年に

は 32 市中 30 位、空知市庁管内に限っても８位へと後退

している。 

 

第１図　夕張市の人口の推移
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産業構造の激変に伴う人口急減がもたらす社会的帰結

は、夕張市の産業別人口構成割合に顕著に現れている。

第４表に見るように、鉱業就業者は 1985（昭和 60）年に

いたるまで全産業の中でも最も多い（26.3％）が、そこ

で残っていた二つの鉱山もすぐに閉山となり、サービス

業と卸業・小売業・飲食業の比重が高くなってゆく。

1995（平成７）年までにいずれの業種の人口も減少を続

けているが、夕張メロンを特産品とする農業だけがやや
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増えている。 

また、こうした変動は、夕張市の地域構造も大きく変

えている。夕張市はその広大な面積に、谷あいの炭鉱ご

とに集落が形成されていた。そうした市の中心地となっ

ていたのは、最も古くから炭鉱が開かれ、多くの炭鉱が

集中し、市役所を始めとする各種の結節機関が集積する

本町地区であった。そして炭鉱の閉山は、この本町地区

の求心性の低下として現れる。第３表にあるように、人

口減少はどの地区も共通しているが、本町地区、そして

三菱系の炭鉱が集積していた南部・鹿島地区で激しい。

かわって、工業団地が設置され、夕張メロンを栽培する

農家が多い清水沢地区が、人口比重では現在最も高くな

っている。このことは、本町地区に依然として市役所が

あり、またそこに観光開発が重点的に行われていること

に対する不満を生む背景でもある。 
 

 

第 3 表  夕張市における地域別人口推移         

  総人口 本町 若菜 清水沢 南部・鹿島 沼ノ沢 紅葉山 

1960（昭和 35） 107,972 42,667 14,476 13,010 23,751 7,683 6,985

1965（昭和 40） 85,141 32,503 12,645 11,438 17,479 6,176 4,900

1970（昭和 45） 69,871 22,962 9,762 8,911 19,035 5,174 4,027

1975（昭和 50） 50,131 13,627 6,147 11,302 10,951 4,318 3,786

1980（昭和 55） 41,715 9,077 4,831 11,221 9,020 4,076 3,490

1985（昭和 60） 31,665 5,972 3,183 7,425 8,375 3,564 3,146

1990（平成２） 20,969 4,604 2,612 7,058 2,281 2,195 2,219

1995（平成７） 17,116 3,556 2,226 5,886 1,716 1,769 1,963

出典）国勢調査        
 
第 4表 夕張市産業別人口の推移                  

1970（昭和 45） 1975（昭和 50） 1980（昭和 55） 1985（昭和 60） 1990（平成２） 1995（平成７） 

  
就業者

数 

構成

比 

就業者

数 

構成

比 

就業者

数 

構成

比 

就業者

数 

構成

比 

就業者

数 

構成

比 

就業者

数 

構成

比 

第一次産業 1,684 6.0  1,288 6.0 1,200 6.5 1,124 8.2 1,013 12.1  990 13.1 

農業 1,148 4.0  927 4.3 871 4.7 865 6.3 854 9.9  889 11.8 

林業 535 1.9  361 1.7 328 1.8 259 1.9 189 2.2  100 1.3 

漁業 1 0.0  0 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0  1 0.0 

第二次産業 15,857 55.6  11,313 53.1 9,444 51.3 5,857 42.7 2,265 26.3  1,867 24.7 

鉱業 11,456 40.2  7,555 35.4 6,766 36.8 3,608 26.3 104 1.2  10 0.1 

建設業 2,264 7.9  1,971 9.3 1,199 6.5 955 7.0 1,103 12.8  899 11.9 

製造業 2,137 7.5  1,787 8.4 1,479 8.0 1,294 9.4 1,058 12.3  958 12.7 

第三次産業 10,970 38.5  8,703 40.9 7,784 42.2 6,721 49.1 5,296 61.6  4,697 62.2 

電気・ガス・水道業 256 0.9  208 1.0 190 1.0 141 1.0 100 1.2  84 1.1 

運輸・通信業 1,682 5.9  1,174 5.5 1,043 5.7 904 6.6 600 7.0  468 6.2 

卸売・小売・飲食業 3,841 13.5  2,965 13.9 2,630 14.3 2,119 15.5 1,618 18.8  1,406 18.6 

金融・保険業 300 1.1  299 1.4 271 1.5 239 1.7 150 1.7  108 1.4 

不動産業 24 0.1  12 0.1 16 0.1 17 0.1 9 0.1  17 0.2 

サービス業 3,894 13.7  3,243 15.3 2,948 15.9 2,627 19.3 2,245 26.1  2,088 27.7 

公務 963 3.4  792 3.7 684 3.7 674 4.9 547 6.7  526 7.0 

その他 10 0.0  10 0.0 2 0.0 0 0.0 0 0.0  0 0.0 

総就業者数 28,511 100.0  21,304 100.0 18,428 100.0 13,702 100.0 8,604 100.0  7,554 100.0 

出典）国勢調査             
 
 
３．夕張市の地域振興戦略 
 
(1)炭鉱から観光へ 

以上のような厳しい状況下で、夕張市はいかなる地域

振興戦略を練り上げてきたのであろうか。今日、夕張市

の地域振興戦略の中心となっているのは観光開発である。

しかしこれまでの経緯を振り返ると、それが様々な条件

が重なった結果、徐々に唯一の現実的な選択肢として浮

上してきた結果であることが分かる。 

すでに述べてきたように、当初夕張市が地域再生の柱

として据えていたのは、炭鉱の近代化であった。その象

徴は、三菱大夕張炭鉱（1970年営業出炭開始）および北

炭新炭鉱（1975年営業出炭開始）という二つの炭鉱であ

る。これは、当時日本で三基建設された最新鋭のビルド

鉱の二つであり、両者はともに安全性の高い設備を投入

されていた。このことから、石炭生産の段階的縮小が政

策方針となっている中、それでも夕張の炭鉱は残すこと

が見込まれていたことがわかる。 
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しかし一方で夕張市は、炭鉱の近代化と並行して、他

業種の企業誘致も考えていた。1970（昭和 45）年に策定

された「夕張市総合開発計画基本構想」では、「産業構

造の多角化」が謳われている。石炭産業を引き続き維持

するにせよ、その衰退は不可避であった。そのため、脱

石炭産業を可能にするための、ありとあらゆる選択肢が

吟味されていたといってよい。 

そのため、観光開発は当初、企業誘致のための手段と

して考えられており、地域振興戦略全体においては副次

的な位置づけを占めるに過ぎなかった。相次ぐ炭鉱閉山

や事故は夕張市のイメージは悪化させていた。それは、

そのために企業誘致が頓挫することも珍しくなかったほ

どである。観光開発は、何よりもこうした地域イメージ

の払拭を目指すためのものだった（中田, 1990: 113）。 

しかし観光開発はやがて、副次的手段から戦略の中心

へと位置づけられる。その転換を促したのは、二つの出

来事であった。ひとつは、夕張市及び北炭が期待をかけ

たビルド鉱である北炭夕張新鉱の事故・閉山・廃山であ

る。最新の設備を持ち、高い安全性を有するはずだった

北炭夕張新炭鉱は、1981（昭和 56）年 10 月に発生した

ガス突出事故と坑内火災により 93 名の犠牲者を出してし

まった。全市をあげた閉山反対運動にもかかわらず、新

鉱は翌年 10 月には閉山し、さらにその翌年の 1983（昭

和 58）年７月には廃山となった。 

さらにもうひとつの出来事は、1986（昭和 61）年 11

月に答申が出された、第八次石炭政策における、国内原

料炭の需給見通しゼロという決定である。その当時稼動

していた市内の二つの炭鉱は、ともに良質な原料炭を産

出していた。しかし国内原料炭需給見通しゼロという決

定は、遅くても政策の目標年次である 1991 年には、夕張

市内の炭鉱は閉山せざるを得ないということを意味する

ものに他ならなかった。 
これらの出来事の一方で、それまで地域振興政策の柱

として行われてきた企業誘致は、すでに限界が見えてい

た（第５表）。それとは対照的に、大都市の消費者を主

要な対象とした産業には、相対的に有利な条件が整いは

じめていた。例えば、技術革新及び航空運賃の値下げに

よって、夕張市の立地条件は格段に向上しつつあった。

夕張市は高速道路の開通に伴い新千歳空港から 1 時間以

内の距離圏に入り、大消費地との運輸コストを大幅に下

げていた。こうした空間的障壁の低下は、企業誘致を目

的としていた観光事業が予想を越えた観光客数に達した

一因となる。さらに、既にブランドとして確立していた

夕張メロンの販売が拡大を続けており、それによる高い

知名度を生かしたリゾート開発が現実味を増していた。

これを後押ししたのは、バブル景気によるリゾート開発

ブームと、第四次全国総合開発計画がそれを国家的プロ

ジェクトの一環に位置づけたことである（佐藤, 1990）。 

 

第５表 夕張市への進出企業（製造業） （各年１２月３１日現在） 

年次 工場数 従業者数 出荷額(万円) 備考 

１９７０（昭和 45） 2 87 32,023  

１９７５（昭和 50） 13 467 184,817  

１９８０（昭和 55） 11 425 252,763休業中１社 

１９８５（昭和 60） 17 549 492,910  

１９８６（昭和 61） 19 503 525,685進出２社 

１９８７（昭和 62） 20 512 463,871進出３社、倒産２社 

１９８８（昭和 63） 20 513 527,384進出１社、閉鎖１社 

１９８９（平成元） 20 514 476,624進出１社、廃止１社 

１９９０（平成２） 22 515 567,734進出２社 

１９９１（平成３） 23 516 723,862進出２社、閉鎖１社 

１９９２（平成４） 23 517 666,343進出２社、倒産１社、閉鎖１社 

１９９５（平成７） 21 518 615,533進出５社、倒産２社、閉鎖４社、廃止１社 

出典）夕張市『夕張市の統計』各号  

・夕張市工業誘致条例（１９６８年制定）及び夕張市企業開発促進条例（１９８６年制定）対象企業のみ掲載 

・休業または、操業準備中事業所を除く  

・１９９５年度の備考欄は１９９３年から１９９５年の間の総計の数字 

 

(2)観光開発の展開 

夕張市の観光事業は、1978（昭和 53）年に着手された

「石炭の歴史村」建設に始まる。「石炭の歴史村」は

1977（昭和 52）年に閉山された北炭新第二炭鉱の跡地を

買い取り、天然記念物の指定を受けている炭層の大露頭

と、戦前に皇族の視察用に作られた模擬鉱を中心に、博

物館とレジャー施設を併設したものである。1980（昭和

55）年にまず石炭博物館が開館し、その年に市長を社長

とする第三セクター「株式会社石炭の歴史村観光」が設

立され、運営にあたることとなった。第６表に見るよう

に、夕張市の観光客入り込み数は博物館の開館とともに

増加し、1983（昭和 58）年に遊園施設を含めて「石炭の

歴史村」が全面オープンすると、一挙に 120 万人以上に

達した。これ以降の増加傾向を見ても、地方都市の博物

館を中心とするテーマパークとしては、相当の実績を上

げているのは明らかである（村串, 1999: 151）。 

 「石炭の歴史村」の成功とリゾート開発ブームは夕張

市の観光事業を地域振興の中核に置くことを決定づけ、

80 年代後半からは観光地化が急激に加速していった。

「石炭の歴史村」には継続的に新しいアトラクションが

追加されていったほか、キャンプ場や宿泊施設が大幅に

整備され、特産品である夕張メロンに関連する各種の商

品開発や農産物加工センターの開設が行われた。さらに、

「石炭の歴史村」の冬季における観光客減少を補完すべ

く、民間資本による Mt.レースイリゾートや後述する夕
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張ワールドリゾート開発など、スキー場を核としたリゾ

ート開発が構想される。また、1990（平成２）年からは、

「ふるさと創生資金」を利用して、「夕張国際ファンタ

スティック映画祭」が毎年開かれるようになり、イベン

トによる観光開発という新たな展開が見られるようにな

った。その後「ゆうばりマウントシティ計画」(夕張市, 

1998)ではイベントを 365 日通じて行うことが謳われるな

ど、イベントへの傾斜は近年さらに強まっている。 

 

第６表  夕張市の観光客入り込み数及び主要施設の入場者数   

年度 観光客入込み数 石炭の歴史村 Ｍｔ．レースイ 映画祭 

１９７６（昭和 51） 349,920      

１９７８（昭和 53） 410,371      

１９８０（昭和 55） 552,256 81,103   

１９８１（昭和 56） 571,550 157,469    

１９８２（昭和 57） 619,497 154,004   

１９８３（昭和 58） 1,203,400 555,629    

１９８４（昭和 59） 1,725,400 500,986   

１９８５（昭和 60） 1,879,800 433,298    

１９８６（昭和 61） 2,077,000 372,250   

１９８７（昭和 62） 2,079,000 380,008    

１９８８（昭和 63） 2,016,630 582,642   

１９８９（平成元） 1,981,261 456,529    

１９９０（平成２） 2,022,022 452,455  8,740

１９９１（平成３） 2,305,421 422,125  8,920

１９９２（平成４） 2,147,991 426,909  12,146

１９９３（平成５） 2,304,545 422,308 408,466 約 15,300

１９９４（平成６） 2,121,518 510,240 390,698 16,298

１９９５（平成７） 2,024,900 518,648 393,965 17,502

１９９６（平成８） 2,002,438 515,859 330,933 19,360

１９９７（平成９） 1,923,795 439,012 161,555 20,798

１９９８（平成 10） 1,990,525 419,311 182,261 21,030

出典）夕張市『夕張市の統計』各号、夕張市資料 

（注） ・太字は最大数を示す 

    ・Ｍｔレースイの開業は１９８８年だが集計は１９９３年からである 

こうした観光事業の展開は、観光地化への方向性を明

確に定め、推進した市の体制なしには考えられない。こ

れは、1979（昭和 54）年から現在まで市長をつとめる中

田鉄治氏によって一貫して導かれてきたといっても過言

ではないだろう。中田氏は、吉田市政下で助役として北

炭夕張新第二炭鉱の閉山対策において「石炭の歴史村構

想」をまとめて以来、市の観光事業を中心となって企画

してきた。氏は 1945（昭和 20）年に市役所に入り、以後

社会教育係長、課長、また市職労委員長、地区労副議長

を歴任し、1972（昭和 46）年からは助役の職にあった。

1979（昭和 54）年、地区労の決めた候補を社会党が公認

するという夕張市における従来の市長選出パターンに加

え、商工業者・農民層を中心とする「明日の夕張を築く

会」からの推薦も受けて市長に無投票当選する(3)。 

氏は当選後社会党を離党するが、これらの経緯からも

明らかなように、中田市政は従来の地区労を中心とする

諸団体の結集の枠組みを拡大し、強化するものであった。

市長当選直後、「産炭地防衛危機突破夕張市民会議」は

規約を改正して「産炭地対策夕張市民会議」へ名称を変

え、地域振興対策全般の推進組織として一本化し、さら

にメンバーとして道会議員、青年会議所理事長、主婦会

連絡協議会長が加わった。すでに当時は、炭鉱労働者の

減少とそれに伴う地区労の影響力の低下は覆い隠すこと

ができず、市長や行政の施策への束縛は弱まっていた。

また、地区労内部では市長の出身母体である市職労の組

合員の比率が相対的に高まり、政策決定過程において市

長や行政が持つ影響力はかつてより格段に増してきてい

た。こうした新しい体制によって、観光を中心とする新

たな地域振興戦略が明らかにされていったのである。 

観光による地域再生という一点で束ねられたこの体制

は、前述のようにリゾート開発ブームの波を受けながら

も、継続的に開発構想をうち上げてゆかねば維持するこ

とはできない。市長が今日まで再選を重ねてきたのも、

その延長線上にある。しかし、中田市政が長期にわたる

中、その体制に対する疑問の声もまた、しばしば聞かれ

るようになったことを忘れてはならない。特に、観光開

発が地域再生につながるものであるのかどうかをめぐる

問いは、バブル期に構想されたいくつかのリゾート開発

構想とその挫折を通じて強まっていった（第７表）。例

えば松下興産が開発したスキー・リゾート施設である Mt.

レースイリゾートの開発では、中心市街地で市役所も位

置する本町地区からリゾート施設前への JR 夕張駅の移転

を伴うものであった。これは、本町地区の商店経営者や

住民との対立を引き起こしながらも実現している。また、

観光開発は次々に新しい要素を加えていかない限り、観

光客数の減少を余儀なくされるため、すでに施設への投

資が難しい状況下、市の観光開発は映画祭をはじめとす

るイベント事業に著しく傾斜している。しかしこうした
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イベント事業は市役所や各種観光施設が集中する本町地

区に過度に偏っており、それに対する冷ややかな眼差し

もある(4)。次節では、こうした観光開発の推進体制に蓄

積してきた問題点が最も明確に顕在化した事例として、

夕張岳リゾート開発をめぐる反対運動と、それが地域社

会に投げかけた問いについて注目する。 

 

第７表 1986 年から 1992 年における大型プロジェクトの動向   

  夕張岳開発 鹿の谷開発 レースイリゾート その他プロジェクト 

1986（昭和 61） 

・国土計画が夕張岳開発

構想に着手（Ｍ） 

・夕張バカンス村構想作成

～市が民間大手各社と交渉

（Y-M） 

  ・ホテルシュ－パロ（石炭の歴

史村観光）オープン（S） 

  
      ・トムソーヤ共和国構想検討

（Y） 

1987（昭和 62） 

・市長が夕張岳開発構想

で西武（国土）の進出を表

明（Y－Ｍ） 

・北炭真谷地閉山で財政悪

化～バカンス村調査費用の

予算執行を保留（Y） 

・松下興産がレースイ開発

で市と合意（Y－Ｍ） 

・商工会議所が自衛隊誘致

に本腰を入れる（D） 

  
      ・国がオートレース場建設を

提言（K） 

1988（昭和 63） 

・夕張岳開発調査費が復

活折衝で認められる（Y－

Ｋ） 

・バカンス村構想断念（Ｙ－

Ｍ） 

・松下興産がレースイスキ

ー場を買収し、夕張パイン

バレー設立（Ｍ） 

・国際映画祭構想がまとまり、

東京・札幌に事務局設立（Ｙ）

  

・国土計画が夕張岳開発

に乗り出すことを表明（Ｍ） 

・サンタクロースビレッジ構

想～民間大手が検討（Ｙ－

Ｍ） 

    

  

  ・スペースプランニング社が

サンタクロースビレッジ構想

を発表（Ｍ） 

    

1989（平成元）     ・レースイホテル着工（Ｍ） ・ホテルシューパロ増築（Ｓ） 

1990（平成２） 
・国土計画社長が夕張岳

開発断念を表明（Ｍ） 

・サンタクロースビレッジ構

想断念（Ｙ－Ｍ） 

  ・黄色いハンカチ想い出広場

が復元・オープン（Ｙ） 

        ・夕張国際映画祭開催（Ｙ） 

  

      ・夕張駅をレースイリゾート前

に移設構想浮上～住民から

反対意見（Ｙ） 

  
      ・シューパロダム建設調査費

が国の予算に計上される（Ｋ）

1991（平成３） 

・市長が夕張岳開発休止

を表明（Ｙ） 

・ライベックス社がナチュラ

ルケアリゾート構想を発表

（M） 

・ホテルマウントレースイ開

業（Ｍ） 

・夕張アルザス村講演会開催

（Ｙ） 

  

      ・北海道物産センターが旧北

炭跡地にレストハウス建設へ

（Ｍ） 

        ・JR 夕張駅が移設開業 

1992（平成４） 
  ・ナチュラルケアリゾート構

想断念（Ｍ） 

  ・松下興産がホテルシューパ

ロ買収（Ｍ－Ｓ） 

（出典）野嵜・網倉（２００１）及び北海道新聞・夕張タイムスの各新聞記事、夕張市資料等より作成  

（注）・太字は実現しなかったプロジェクト等を示す  

   ・各項目（）内は次の関与主体を示す：Ｙ＝夕張市、Ｓ＝第三セクター、Ｋ＝国、Ｍ＝民間、Ｄ＝市内組織 

 

 
 
４．夕張岳リゾート開発と社会運動 
 

(1)夕張岳リゾート開発 

多くの観光開発プロジェクトの中でも最大規模で、最

も期待が高かったのが、「夕張岳ワールドリゾート開発

構想」であった。夕張岳は、富良野芦別道立公園内の夕

張市と南富良野町をまたぐ位置にある、標高 1668ｍの山

である。夕張岳ワールドリゾート開発は、ここに国際級

スキー場を建設し、さらにリゾート都市、ゴルフ場を建

設する計画であった。これは、夕張、芦別、赤平、三笠、

歌志内市、上砂川町の五市一町で構成された空知炭鉱市

町活性化推進協議会による「空知山岳ワールド」構想の

一環として位置づけられていた。しかしその開発構想は

1978（昭和 53）年にさかのぼることができる（三浦, 

1990）。スキー場の開発は、当時の札幌通産局長の提案

として、夕張市の総合的開発構想としてまとめられたも

ののひとつとしてすでに組み込まれている。その後 1983

（昭和 58）年には国土計画の堤義明社長がヘリコプター

で視察、スキー場の開発計画構想が具体化に向けて動き

始める。夕張市も 1987（昭和 62）年から 3 年間に 1 億 2

千万円をかけて環境影響調査を行うとともに、開発企業

も国土計画に絞りこみ、開発促進を働きかけ続け、1988

（昭和 63）年 11 月に国土計画によって「夕張岳ワール

ドリゾート開発構想」が明らかにされた。 

一方夕張岳は、12種の固有植物と、20種の基準植物が

存在しているなど、「夕張岳高山植物群落及び蛇紋岩メ

ランジュ帯」として、植物学・動物学・地質鉱物学では

よく知られている山であった。また、ナキウサギの日本

における南西限の生息地であり、国指定天然記念物のク

マゲラの生息も確認されている。開発構想では、スキー
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コース予定地の88.3％が、貴重な植物などが存在する道

立公園の特別地域にかかるため、「自然保護との調和の

とれた開発」（国土計画、夕張市）を謳ってはいるが、

夕張岳の自然に影響を及ぼすことは明らかであった。こ

うした自然破壊に対して最初に憂慮の声が上がったのは、

夕張山岳会をはじめとする地元の登山愛好家からであっ

た。この問題は夕張山岳会で討議され、その結果山岳会

会長とその他の有志により保護運動の具体化が模索され

る。やがて、同山岳会会長名で夕張市教育長にあてた

「夕張岳・高山植物群落を国の天然記念物に指定するこ

とについての要望書」の署名活動が開始された。それに

伴い運動の組織化が図られ、1989（平成元）年4月17日に

「ユウパリコザクラの会」が発足する。当初の会員は46

名であった。 

 

(2)ユウパリコザクラの会 

ユウパリコザクラの会（以下、コザクラの会）の基本

目的は「夕張岳の開発による自然破壊に反対し、道立自

然公園の指定を格上げすること」（三浦, 1990: 39）で

あり、それによって夕張岳を開発から守ろうとするもの

であった(5)。コザクラの会の主な活動は、この目的に向

けて、学習会、講演会、市民向け体験登山、市民や行政

担当部局に対するスライド上映会などである。 

コザクラの会は、時に「夕張市内の初の住民運動」と

言われることもある。すでに論じてきたような一枚岩を

誇る開発推進体制と、それが地域振興の最大プロジェク

トとして薦めている夕張岳開発計画に反対することは容

易なことではない。このような反対運動の組織化はいか

なる条件で可能となったのだろうか。 

このことを理解するうえで注目すべき特徴のひとつに、

コザクラの会が持つ市外とのネットワークの豊富さがあ

る。コザクラの会の市内会員の割合は、発足時が約 50％

（約 25 名）であり、2000（平成 12）年時点では 25％

（約 40 名）である。会員構成は、登山愛好家や主婦、自

然環境問題の有識者が主であり、中心メンバーは代表

（発足当初は 3 名、現在は 1 名）(6)、事務局長(7)など 6

名程度の役員と、北海道自然保護協会の役員、小野有五

北海道大学大学院教授などである。またヒアリングを通

じて明らかとなったのは、この運動が夕張市民よりも、

札幌市を中心とする市外の有識者や自然保護団体など、

当初から自覚的に市外にメンバーを求めていたことであ

る。これは、夕張市内において地域再生のほぼ唯一の手

段と見なされるようになっていた観光開発に対して反対

するということが、相当の圧力を受けざるをえないこと

を考慮しての戦略であった(8)。夕張市は労働組合と、そ

の上部組織である地区労を中心とする組織を通して編成

されてきた地域であり、その傾向は「産炭地対策夕張市

民会議」によってさらに強められてきた。そのため、組

織への依存あるいは組織を通じての問題解決という意識

が強く、これはコザクラの会のような運動を進めてゆく

上での困難を予想させたのである。 

 

(3)コザクラの会の活動と夕張岳リゾート開発の天然記念

物指定 

 コザクラの会の活動は夕張岳の保護という点では一貫

しているが、今日にいたるまで各時期によって運動の力

点は変化してきた。それらを含めて年表にしたのが、第

８表である。以下においてはそれぞれの時期の概要を記

述してゆきたい。 

 

①問題提起の時期（88～90/３） 

夕張岳開発が表面化し、コザクラの会が発足した時

期である。この時期は夕張市内最後の炭鉱である三菱

南大夕張炭鉱の閉山が決定的になっていたころであり、

夕張市にとっては、炭鉱閉山後の地域振興における頼

みの綱として、早急な大規模開発を実現すべく全市を

挙げて推進していた時期である。このような時期にコ

ザクラの会のような運動が発生したことは、市にとっ

ては決して容認できることではなかった。 
当時のコザクラの会は夕張岳開発への問題点を提起

することに運動の力点をおいており、道内外の様々な

自然保護関係の会合に参加することで、夕張岳問題を

他の自然保護団体と共有することに努めていた。この

時期の最大の出来事としては、夕張市内でのシンポジ

ウム開催がある（参加者 252 名）。ここには自然保護

の専門家が多数招かれ、「市と闘うための武器を求め

るためのシンポジウム」（水尾事務局長へのヒアリン

グによる）となった。確かにここで築いた人脈が、そ

の後の運動を推進する上での貴重な財産となったので

ある。 

②当事者への働きかけの時期（90/4～91/2） 

市や開発企業といった当事者に対して、開発を断念

するように働きかけた時期である。この時期、国土計

画の開発に対する全国的な反対運動体の結成があり、

世論の反応などもあって、国土計画が次第に夕張岳の

開発に消極的になっていった。市側も、2千億円規模
の開発が見込まれるシューパロダム建設に国の予算か

ら調査費がついたことから、夕張岳開発のトーンは弱

まっていったこともあり、1991年 2月に市長は開発
の一時休止を決定した。 

③教育委員会への働きかけを行いはじめた時期（91/3～

92/8） 

会が市当局ではなく、道や市の教育委員会に指定の

働きかけ先を変えた時期である。開発休止になったに

も関わらず、市は会に対して協力姿勢を見せなかった。

そこで、会は比較的理解を得やすいと考えた教育委員

会へ運動の働きかけ先を変えた。幾度にもわたる働き

かけ(9) を通じて、次第に市教委との間に理解が生まれ、

1992（平成４）年 8月には夕張岳の指定に対する市の
対応窓口も決定するなど、運動も前進しつつあった。 

④指定と保護の分離の時期（92/9～93/12） 

夕張岳の記念物指定と保護の運動を分離した時期で

ある。それは文化庁から夕張岳が天然記念物に指定さ

れたとしても、保護活動をしなければ、夕張岳の自然

は守れないという助言がきっかけである。また、宮本

憲一氏の講演での助言により、運動資金として外部か

らの補助金等の調達が始まった。これによって会の活

動範囲や運動の内容が広がりを見せたほか、これまで

別々に動いてきた市・道・国や自然保護団体など、関

係各機関のコーディネート役となり、夕張岳の指定申

請に向けて本格的に動き出している。 
⑤南富良野町への働きかけの時期（94/1～96/4） 

夕張岳は夕張市と南富良野町にまたがっていること

から、南富良野町に対して、指定の要望書を出すよう

に働きかけた時期 (10) であり、約半年で要望書の提出
に至った。また、④の時期で獲得を始めた補助金を使

用して、夕張岳の写真展の開催やパンフレットの作成

など、様々な活動を展開し、夕張岳の天然記念物指定

に向けた宣伝活動と働きかけを行い、指定答申が出た

時期である。 
⑥指定実現の時期（96/5～97/8） 
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1996（平成８）年 6月に夕張岳の天然記念物指定
が官報に掲載され、正式に指定が実現し、会の目的は

発足から 7年にして達成された。同時に、その記念事
業の計画・実行され、関係機関と協力して記念事業を

行う中で関係者との連携が強まっていった。 
⑦盗掘問題への取り組みの時期（97/9～） 

夕張岳の天然記念物指定という目的達成後に、高山

植物の盗掘問題が発生した。これ以降、コザクラの会

は夕張岳の保護に本格的に取り組むことになる。この

過程でコザクラの会はさらに、発足から培ってきた幅

広い自然保護団体とのネットワークと経験を活かし、

夕張岳のみならず、全道・全国規模で高山植物盗掘防

止の運動呼びかけを展開し、この運動の中心的な存在

となっていった。この時期の会の活動に見られるよう

に、会はこれまでの運動を通じて、道内の自然保護団

体の中心的存在として成長したのであり、会の目的は

夕張岳の保護活動とともに、自然保護活動のコーディ

ネーターとしての役割を担うことも加わったと言えよ

う。 
 

 以上の過程からうかがえるように、コザクラの会の運

動を、単に夕張岳ワールドリゾート開発構想に対する反

対運動としてだけで捉えることは一面的である。確かに

コザクラの会は「夕張初の住民運動」として、市の開発

推進体制に対する批判を顕在的な形で表明し、それが最

終的には国土開発の開発構想からの撤退を決定付けたの

は間違いない。しかし夕張岳リゾート開発構想は、バブ

ル景気とリゾート開発ブームという外在的条件に強く規

定されており、いずれにせよその条件の変化とともに行

き詰まりを見ることは明らかだった。 
コザクラの会が獲得していったより重要な成果は、全

道レベルさらには全国レベルでのネットワークを組み上

げつつ、夕張岳の環境問題への取り組みを広範囲に組織

化していったことであろう。それを通じて夕張岳の問題

は、夕張市の地域振興戦略の対象から、より広い文脈に

おきなおされたといえる。こうしたネットワークとして

の性格の反面、コザクラの会は現在でも、その運動を夕

張市民に広げるには至っていない。もちろん、年齢層に

よって会に対する見方が異なってはいるが、会が動くこ

とはまだ波紋が大きいのである（水尾氏へのヒアリング

による）。 
 
 
５．まとめ 

 
 夕張市は炭鉱都市として発達を遂げ、傾斜生産方式に

伴いさらに急激な都市化が進み、そして石炭政策の大き

な転換に翻弄されるという、つねにその時々の国家政策

や経済状況に深く依存しながら歴史を積み重ねてきた。

1980 年代以降の中田市政が推進してきた地域振興戦略は、

本来であればこうした脆弱な自治のあり方からの脱却を

志向するものであったはずである。その中心にあったの

が炭鉱を文化的遺産として観光地化することであり、そ

れによって地域アイデンティティに明確なかたちを与え

ることであった。つまり炭鉱のシンボル化は、地域の外

部からの眼差しに映るイメージをコントロールしようと

した戦略にはとどまらず、地域の内的な求心力の拠り所

としての意味も持っていたのである。中田氏が吉田市政

下の助役時代に「石炭の歴史村構想」を提起した時、ま

だ稼動中の炭鉱がある中、それを博物館化することに対

して大きな抵抗があったという（青野, 1987）。それは、

炭鉱を過去の存在とみなすのかどうか、すなわち地域の

将来展望をどのようなものとして見定めるのかどうかを

めぐる葛藤であった。 

その後の夕張市で展開した観光地化の過程では、炭鉱

以外にも地域を構成する様々な要素がシンボル化されて

ゆく。かつて炭鉱都市・夕張市ではまったく周辺的な存

在でしかなかったメロン栽培もまた、それを材料とする

加工食品の開発や加工センターそのものまで観光施設と

して建設される。スキー場開発は、夕張岳の雪を資源へ

と転換しようとするものであった。映画祭のように、夕

張市とは直接関係のないものもまたシンボルとしてとり

こまれていった。夕張市の課題は、地域の個性を次々と

発掘し、地域振興の資源にしてゆくことに収斂していっ

たのである。 

しかしこうしてシンボル化される範囲がリゾート開発

ブームの後押しを受けて拡大してゆく一方で、地域の内

的な統合力は弱まっていった。市内の地区間における人

口構成が変わり、地域内部における地域間格差が進んで

いるなかで、地域アイデンティティの統合力を脆弱なも

のにしていった。ユウパリコザクラの会の活動は、この

ように夕張市が推し進めたシンボル化とは全く別の角度

から、地域資源を捉えなおした運動であった。それは、

夕張市が抱えている亀裂が、もはや観光を意識したシン

ボル化によっては覆えないものとなりつつあることを示

している。この意味で、観光を中心とした開発の行き詰

まりは、単に経済的・財政的な困難だけでなく、夕張市

を統合する正統性そのものの維持をめぐる困難にもかか

わっている。ここには、地域アイデンティティの再構築

という問題をめぐってさらに注意深い分析を要するもの

となるだろう。 

 

 

注 
 
(1) 夕張市を対象とした、炭鉱を中心とする地域社会にお
ける労働者各階層の生産・労働－生活過程の包括的な分

析（布施, 1982）、筑豊・飯塚市を対象に、炭鉱閉山後
に特に福祉の領域で露呈した諸問題を取り扱った調査研

究（平兮・他, 1992）、常磐炭鉱の離職者を追った詳細
なライフコース研究（正岡, 1998-2001）などである。 
(2) そのため、石炭の合理化を進める「石炭産業合理化臨
時措置法」を補完するものとして、1961（昭和 36）年
には「産炭地域振興臨時措置法」が打ち出される。これ

に基づき、その時々の石炭鉱業調査団答申に合わせて産

炭地域振興基本計画が作成された。当初５年間の時限立

法であった同法は、その後５回の改定を伴いながら 2001
（平成 13）年まで延長される。そこでは、産炭地域への
企業導入、産業基盤整備、域内雇用者の増加・人口減少

防止、域内住民生活の向上が一貫して目標とされてきた。 
(3) 氏の経歴や市長選出の経緯については、青野, 1987、
布施, 1982: ch.12などを参考とした。 
(4) とりわけ、今日本町地区にかわって夕張市での人口比
重が高くなっている清水沢地区でのヒアリングでは、商

店主を中心にイベント行政への批判が数多く聞かれた。

また、行政主導とは異なる形で「夕張メロン」のブラン

ドを確立した農業生産者の間でも、現行の地域振興戦略

に対して批判的な意見が見られる。 
(5) 発足から１年後の 1990（平成２）年には、会則の基
本目的を、夕張岳全山を国の特別天然記念物に指定する
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ことに変更している（三浦, 1990: 36-41）が、これは第
１種特別地域での開発は認めないという道の見解に対し

て、開発側が第１種特別地域を開発対象からはずす計画

変更を行ったことに対応すためである。 
(6) 発足当初の代表 3名の肩書きは、夕張山岳会会長、ユ
ーパロ山歩会会長、夕張工業高校教諭であった。また、

代表を 3名置いた理由は、代表への市当局などからの圧
力を分散させるためであったという。（ユウパリコザク

ラの会事務局長、水尾君尾氏へのヒアリングによる） 
(7) 現事務局長水尾氏は、「栗山町の農村育ち、主婦。子
育て中に「夕張おや子劇場」の事務局長、運営委員長と

して自主活動を実践。夕張岳に魅せられて、地域の文化

と自然環境を考える市民運動にかかわる。」（水尾, 
1995:79:筆者紹介欄）という経歴を持ち、会発足以来中
心メンバーであり続けた。一人の主婦である彼女が、こ

の運動に加わり実質的な責任者の役割を担いつづけたの

は、会の運動を通して、彼女自身が成長していったこと

ももちろんあるが、その根底には、「夕張のような炭鉱

まちでは、こうしてほしいということは、個人ではなく

団体が動き、上意下達であり、誰も自分の考えを言わな

い。そこで自分の中で、（こうしてほしいということ

を：筆者注）発言しなければならないという意識が（お

や子劇場での活動や夕張市内での経験を通して：筆者

注）芽生えた」ことがあると言えよう。（氏へのヒアリ

ングによる） 
(8) 水尾氏へのヒアリングによる。氏によれば、発足当初
の会は「市民や市役所から四面楚歌の状態」であり、市

当局は「体裁を整えるためには（夕張岳の観光開発で夕

張市全体がまとまっているということ）何でもやる」姿

勢であった。それは例えば、市職員である氏の夫への嫌

がらせを行ったり、会と話し合いを持たないことであっ

たり、市内の会員などに職場や組織などから運動に加わ

らないよう圧力をかけること、などということがあった

という。 
(9) 例えば、この時期の働きかけ先の回数は、判明してい
るだけで市当局へは 6回、市教委へは 21回に及ぶ（コ
ザクラの会資料より）。 
(10) この時期まで、指定には南富良野町の要望書が必要だ
とは知らなかったようである（水尾事務局長へのヒアリ

ングによる）。 
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